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企業紹介

開発屋でいきたん

照 屋 隆 司

*有限会社開発屋でいきたん代表取締役

はじめに

筆者が南方資際利用技術研究会を知るように

なったのは､琉球大学農学部農芸化学科に4年

次として在籍中､発表会場の準備や受付などの

お手伝いをさせていただいたのがきっかけであ

ります∩その時に初めて､大学 ･公設試と実業

界との研究交流シーンを目撃 し､自身が臨む学

問の意義が単位取得の目的を超えるものである

ことを意識させられました｡その後大学院農学

研究科-進学 し､- リオス酒造製造部､沖縄県

農業試験場化学部 (臨時研究補助員)､ トロピ

カルテクノセンター研究開発部での職務を経て

参 りま したが､その間12年､南方資源利用技

術研究会に参加される多くの先生方､先輩方､

同期､後輩諸氏よりご指導を賜 りながら今日に

至ってお ります｡当会会員及び執行部の皆様に

心より感謝いたします｡

その恩舎とも呼べる南方資源利用技術研究会

に､最近筆者が始めた小さな事業の紹介をさせ

ていただけることはこの上ない幸でありますO

これを機に､当社事業について一層のご理解

を下さいますようお願い申し上げますo

1.開発屋でいきたんの沿革 1'2'3'

当社は､沖縄県内の中小零細企業が行 う商品

開発を支援する目的で､平成11年 4月 6日に

有限会社として設立され､ トロピカルテクノセ

ンターのレンタルラボを拠点として事業を開始

した｡現在､筆者の他に研究員一名､総務担当

'沖縄県具志川市字州崎 5-1

トロピカルテクノセンター1階

者一名の計∴人体制で事業を尖施 している､社

名中の ｢でいきたん｣とは目的成就の ｢できた !｣

という喜びを沖縄の企業と共に味わいたいとい

う意味を込めている♪

2.開発屋でいきたんの事業コンセプ ト

(1)中小零細企業の経営環境を補完

当社の事業は中小企業支援ビジネスの範噂に

分類される｡中小企業支援ビジネスとは､中小
零細企業の経営環境を補完するという発想を基

点 としている｡中小零細企業の経営環境の内､

当社が補完を担 う対象は製品開発体制である｡

(2)製品開発コーディネー ト

企業が実施する新製品開発活動について､当

社は次のような考え方を持っている..

-つの製品は決 して単一の要素のみで成

り立つのではなく､その開発 目標に応 じて

集められ組みたてられた幾つものアイデア､

情報､素材､技術､ノウハウ等の結晶とし

て誕生するOこれ らの要素をいかに多く収

集 し､選抜 し､効果的にコーディネー トし

てゆくかが新製品開発成功のカギといえるD

(3)コーディネー ト役の補助 ･代行

上記の意味でのコーディネー ト機能が製品開

発活動の基幹であると認識 し､顧客が目標化す

る製品開発において､そのコーディネー ト役を
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補助もしくは代行することで､企業の経営環境

を補完するという中小企業支援の一役を当社は

担おうとしている｡

3.開発屋でいきたんの業務メニュー

当社は､食品加工や醸造､健康食品､特産品

開発の分野で､商品開発や晶質向上における技

術協力を実施 しているO

(1)沖縄の食品 商品開発技術相談室

商品開発上の諸々の相談を受け付ける場とし

て設定 している｡平成13年度から有料会員制

とし､会員に対して反復的に相談に応じている｡

相談内容の対象は以下の項目である.

(》商品化段階における味 ･香 り･食感 ･色 ･形

に関する課題について

(診商品製造における日持ち向上対策､品質検査

方法､衛生管理手法について

③商品開発上求められる各種加工技術の導入方

法について

④開発段階における試験研究､成分分析､加工

委託等の効果的実施方法について

⑤特許制度､技術情報､関連法規の情報収集及

び活用方法について

⑥商品開発のプランニング及び推進方法につい

てV

⑦各種支援制度､支援機関の紹介

⑧技術者採用に関する相談

当相談室においては､相談者の漠然とした商品

開発上の悩みを対話や観察を通して分析整理し､

課題とその対応策について考察する4'Oその結果､

相談者が抱える商品開発上の課題は､1)相談者

自身で解決できるもの､2)当社の技術協力を要

するもの､3)研究機関や分析センター､委託加

工業者等の協力を要するもの､4)機械 ･機能性

素材等の導入を要するもの等に分別され､それぞ

れに対応した具体策を提案する5㌔

(2)会員特典

｢沖縄の食品 商品開発技術相談室｣の会員

南方資源利用技術研究会誌

には､次の特典を提供 しているD

(丑沖縄版食品開発情報レター

A4版 6ページ程度で､隔月発行｡内容は以下

の通 り｡

･県内外食品関連の動き

･最近の食品特許公開情報

･沖縄の食材 ･商品紹介

･商品開発に役立つ支援制度､講演会等の紹介

･食品開発技術や注目素材の研究事例紹介

･メジャー商品裏側研究

(先進メーカーの原材料表示から商品開発の技

術を考察する｡)

･食品と特許

(食品開発者は､特許制度をどう活用できるの

か?一般論では語られない特許制度の活用法を

論ずる｡)

･日持ち向上の技術動向

②商品開発ワークノー ト

商品開発を建設的に推進するための当社特製マ

ニュアルツール｡内容は以下の通り｡

･商品開発テーマ診断

･商品開発状況診断

･商品企画立案マニュアル

･試作改善研究Plan-Do-Checkシー ト

(3)新風ミーティング

依頼者の事業所等に赴き､製造現場や開発会

議などで指導を行うO依頼者が起業準備中であっ

たり､個人事業者や零細企業である場合は､沖

縄県商工会連合会や北 ･中 ･南部地域中小企業

支援センター､沖縄県中小企業支援センターが

実施 している専門家派遣制度を経由して派遣依

頼の手続きをとることを勧めているU

(4)Dプロジェクト

当社が提供する最も直接的な開発協力サービ

スであり､依頼者が推進する開発プロジェクトに

当社の人的戦力を提供するD開発全般に渡って

当社が参画する場合と､開発プロセスの一部に

特化して当社が集中的に協力する場合とがある｡
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(5)新人企業研究員養成 6'

沖縄県内の民間企業に開発担当技術者がより

多く蓄積 ･定着する事を望んで本サービスを実施

している｡対象は､理工系新卒者を開発担当技

術者として採用した企業｡開発計画立案及び推

進方法､開発課題の抽出方法､技術調査方法､

技術コーディネー トのノウハウ､社内部門間の連

携構築､社外の人脈づくり等を指導するo

民間企業は大学とは異なり試験研究の設備環

境は極めて限られているO従って､企画された開

発案を具現化するためには､外部の技術資源を

効果的に活用しなければならない｡このような企

業環境において企業内開発担当者として自立す

るための実戦力を短期間で養成する｡

4.開発協力事例

当社がこれまでに対応 した商品開発の技術指

導､技術協力等の事例を以下に示す｡

(1)品目別事例

薬草酒/ウコン加工品/アロエ加工品/紅麹

利用飲食品/自然発酵ビネガー ドリンク/豆腐

よう/各種微生物利用食品/自然塩/漬物類/

麺類/サ トウキビ加工品/パパイヤ加工品/辛

類加工品/大豆加工品/落花生加工品/乳加工

品/キノコ加工品/モズク加工品/魚介類加工

品/ポリフェノール ･抗酸化機能食品/クエン

酸もろみ酢飲料/紅芋加工品/冬瓜加工品/島

らっきょう加工品等々｡

(2)相談 ･依頼内容と当社の対応

<例1>
○相談者 :健康飲料の新商品を開発 し､特許出

願したいがどのように進めたらよいか｡

●当社 :発明品の中核となる技術の背景､意義､

展望等をス トーリー化すると共に､当該技術

の作用による食品機能の変化について試験 ･

解析を琉球大学農学部に依頼した｡そのデー

タを下に､技術発明届出書を作成し､担当弁

理士に提出した｡

<例2>
○相談者 :アルコール飲料の品質改変技術を発

明し特許出願を準備中だが､発明の効果につ

いて理論的裏づけが欲 しい｡

●当社 :その技術内容から､変化の起こりそう

な成分を予測し､その成分分析をTrCに依頼

し,得られたデータをもとに､技術の作用を

理論化 ･文書化した｡

<例3>
○相談者 :ある地域の特産農産物の未利用部位

を加工した試作品の商品化可能性を検討した

いO
●当社 試作品の商品価値に影響する成分を選

定して沖縄県工業技術センターに分析を依頼

した｡分析値を同カテゴリー商品群と比較し､

商品化の可能性を考察したO

<例4>
○相談者 :新しい醸造酢の製造法を特許出願 し

たいが､実験データが必要｡

●当社 :本発明に準じて酢の発酵試験を行い､

醸造過程の菌数や成分変化を調べ､報告書と

考察文を作成したV酢酸菌数の計測はrrCに

依頼した｡

<例5>
○相談者 :薬草を利用した新製品を計画中だが､

社内にこれを推進できる経験者がいない｡

●当社 :依頼企業の製造担当者と協力しながら､

新製品のレシピ開発､製造ラインの構築､品

質検査方法の導入を行い､商品化したO

<例6>
○相談者 :卸し業から､農産加工業に進出した

い｡加工施設をどうしたらよいか.

●当社 :事業予定地へ赴き､製品の衛生基準に

適 した製造ラインを構築するためのア ドバイ

スを行った｡

<例7>
○相談者 :ある作物の特産品開発に向けて､そ

の作物の成分や利用法などを知りたい｡

●当社 :全国の研究論文等を調査して､その作

物の成分､機能性､加工利用例等の情報を整
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理した｡

<例8>
○相談者 :新卒の研究員を採用したが,何をさ

せ､どう育てていくべきか､戸惑っている｡

協力者が欲しい｡

●当社 :研究員に開発テーマをもたせ､情報収

集､試作改善､実証試験等を共同で実施し､

商品開発を推進させながら､企業内開発担当

者として必要なノウハウを習得させた｡

(3)公的機関が実施する特産品振興事業へ参画

①東村商工会 (11年度､12年度)

有望特産品の掘 り起Lo

②与那国町商工会 (11年度)

長命草を素材とした特産品及び販促ツールの

開発｡

(参金武町商工会 (ll-12年度)

田芋等を素材とした特産品開発｡

④伊平屋村商工会 (12年度)

新規特産品のアイデア発掘｡

6)伊江村役場 (12年度)

特産品開発調査｡

⑥南西地域産業活性化センター (12年度)

電源地域市町村の特産品開発調査O

(診沖縄県産業振興公社 (12年度)

商品開発支援マニュアル作成｡

⑧中城村商工会 (13年度)

新規特産品のアイデア発掘｡

⑨沖縄県商工会連合会 (11年度～現在)

経営 ･技術強化支援事業による専門家派遣制

度により､小規模事業者を指導｡

⑩北部地域中小企業支援センター (11年度)

北部地域の農水産物を活用しようとする起業

家に対して技術指導｡

4.ネットワーク

業務を推進するにあたり､各方面の機関 ･

団体のご協力を得ております｡関係各位に御

礼申し上げます｡

○ トロピカルテクノセンターより事業スペース

南方資源利用技術研究会誌

の賃借､試験機器の賃借や依頼分析試験等､

また､沖縄県工業技術センターには当社研究

員を研修生として受け入れいただくなど､ご

支援を受けておりますO同様に琉球大学農学

部にも学術面からの指導を賜っております｡

○顧客の工業所有権対策に関しては弁理士や知

的所有権センターの支援を得ております｡

○技術情報の収集においては､科学技術振興事

業団のオンライン情報検索サービスや特許電

子図書館等の検索システムを活用 しておりま

す｡

○民間の食材 ･食品添加物 ･機器 ･資材サブラー

ヤからは試供品や製品情報の提供を受けてお

りますc

O顧客の商品開発支援のために､パッケージ制

作業者､広告代理店､マーケットプランナー､

経営コンサルタント等との交流も行っており

ます｡

○沖縄県商工会連合会､南西地域活性化センター,

沖縄県産業振興公社等の産業支援機関と協力

して､地域事業者の商品開発支援に携わらせ

ていただいております.

終りに

沖縄に暮らす私達にとって､島々を包み込む

自然環境と先人達が踏みしめてきた歴史､そし

てそれらを背景に育まれた優れた食文化は､豊

かな精神生活と長寿健康を支える貴重な資源で

あります｡

この食文化をベースに､知恵と工夫を凝らし

個性豊かな商品を世に送 り出そうとする食品産

業界は､新しい沖縄文化創造の一役を担ってい

ると言えましょう｡

また､昨今の経済情勢の折､ リスクやコス ト

に真向かいながら､自らの勇気と手腕で挑戦し

つづける中小 ･零細企業こそ､自立を目指す沖

縄経済の主役であろうと存じます｡

(有)開発屋でいきたんは､そのような食品メー

カー､食品ベンチャー､地域産品開発者の皆様

が推進する商品開発に対して技術的側面からお
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手伝いをさせていただくことを業としておりま

す｡

ご承知のとおり､商品開発における技術的課

題､または日々の食品製造における諸問題は､

広い技術分野にわたり､かつ複合的に存在 しま

すOその解決のためには､科学的知見に基づい

てその複合的問題を解きほぐし､ケースバイケー

スで技術改善､或いは新技術導入､時には開発

研究を必要とします｡尚､それら解決策の選択

においては､技術的要素のみならず,商品開発

者の経営戦略における優先順位など､経営上の

ご事情も当然考慮されなければなりません｡

このような食品商品の開発 ･品質向上の旅程

を県民企業と共に歩むパー トナーでありたいと

当社は願っておりますO

関連記事

1.沖縄産業情報,178号 ｢オンリーワンな企

業家たち｣(1999),沖縄県産業振興公社

2.月刊アクティ一,105号 ｢応壊します!!地場

産業｣(1999);アクティ-印刷企画

3.MOVE,http:〟ogb.go.jp/move｢元気企業調

査｣(2000);沖縄総合事務局産業経済部

4.伊敷豊 ｢オキナワおもしろ企業(7)｣;平

成12年 4月25日沖縄タイムス朝刊

5.照屋隆司 ｢中小企業における新製品開発プ

ロセス｣くみあい活性化情報､平成12年度

No.1;沖縄県中小企業団体中央会

成12年 5月18日沖縄タイムス朝刊

有限会社

営業時間

所 在 地

電 話

F A X

Eメ-ノレ

開発屋でいきたん

午前9時30分～午後5時30分

(土日祝祭日休み)

沖縄県具志川市字州崎5-1TTCl階

098(939)9777

098(939)9792

dikitang@ii-okinawa.ne.jp

ホー ムペ ー ジhttp://www.lL-Okinawa.neJP/

people/dlkltang/
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